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経済貿易研究所の30年の歩み
経済貿易研究所長 長 沢 正 男
経済貿易研究所は,本 学最初の研究所 として,昭 和29年4月1日に創立 され,本 年で満30年を迎rた 。
その当時を振 り返 ってみ ると,昭 和29年頃は,本 学がその前身である横浜専門学校か ら昭和24年に新制
大学に移行 して まだ間 もない頃であ り,図書館 も研究室 も殆んど整備 されていなか った し,お そ らく教員
も・当時の窮迫 した住宅事情か らすれば,自 宅での研究 も思 うにまかせ なか った状態ではなか ったか と推
測され る。 したがって,せ めて学内に共同研究室的な施設を設け,そ こに基本的な文献や統計 類 や 辞 典
類,さ らには内外の研究機関 ・大学や各国の政府や国際機関などの発行す る資料類を置いて研究を したい
とい う欲求は きわめて強か った と思われ る。
当時の学長をは じめ法経学部の諸先輩が,草 創期の厳 しい財政事惰に もかかわ らず,い ちぱや く本研究
所の設立を決断されたのは,こ の ような要請に こたえ,い ちにち も早 く大学にふさわ しい研究体制 を整備
しよ うとい うなみなみならぬ識見 と情熱を示す ものであ り,深 く敬意を表 したい。
また,本 研究所の名称に 「貿易 」とい う言葉が入 っている理 由としては,資 源の乏 しい小さな4つ の島
で多数の人 口を養わねばならないわが国は貿易の拡大 ・強化以外に生 きる途がない こと,ま た学部のなか
に全国の大学で もめず らしい貿易学科が設けられていた ことなどによ り,経 済一般 のほかに特に貿易の研
究に も重点をお く必要があ ること,さ らに本学が横浜 とい う日本を代表す る貿易港を もつ都市に立地 して,
貿易研究になにか と便宜 なことなどによるものであると伝えられている。
なお本研究所が誕生 した昭和29年には,現 在の人文学研究所の前身である人文学会 と,工 学研究所の前
身である自然科学研究会とが発足 してお り,社 会科学系,人 文系,工 学系を とわず,本 学教員のなかに新
しい大学の建設にむけて研究意欲がみなぎっていたことを窺わせる。 この大学 全体の研究重視の姿勢が,
その後の本研究所の発展を支える大 きな力 とな っていたことはい うまで もない。
本学の社会科学部門の研究体制整備の一翼を担 う本研究所は,将 来の大学院の設立に備え る意味も含め
て,ま ず内外の経済雑誌 と各種の調査研究資料の収集 とその利用サ ・ービスの提供か らその業務 を 開 始 し
た。
その後昭和30年1月の火災により,収 集した資料類をすべて焼失す るとい うアクシデン トに見舞われた
が,直 ちに建物を再建するとともに収集を再開し,そ の努力は現在に至 るまでたゆみな く続けられている。
以後教授陣の充実,研 究環境の整備とともに研究所の活動 も活発 とな り,昭 和36年には,「 日本経済の
成長 と構造」・翌3ri年には 「p本産業の成長 と経営革新」を共同研究 の成果 として刊行し,さ らに39年に
は 「経済貿易研究」を創刊 し,本 研究所の目指 した共 同研究が よ うや く軌道にの りは じめた。
しか し・昭和43年以降全学をおおった大学紛争の直接 ・間接の影響に より,本 研究所も長 らく活動を停
止せざるを}な か ったが・昭和51年12月に,法 学研究所設立準備委員会の設置により法学部専任教員が本
研究所か ら分離す るとともに,短 期大学部専門科 目担当の専任教員が加入し,構 成員が大幅に変更された
のを機に研究活動を本格的に再開するに至った。
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すなわち,昭 和53年1月には 「経済貿易研究」第5号 が11年ぶ りに復刊された。 この5号 は,研 究所員
の中か ら派遣された在外研究員と国内研究員による研究成果を中心に編集 され,こ れに新任所員の研究成
果 と,所 員の研究業績 に対する学外専門家に よる書評を加えたもので,そ れ以後の 「経済貿易研究」の編
集の指針 となった ものである。以後s研 究所員の増員 と所員相互間の共同研究への努 力の成果 が み の り
は じめたのに応 じて 「経済貿易研究」の内容は年を追 って充実 し,研究所員の研究成果を学会に紹介する
場 として活用 されてい る。共同研究の特集 としては,第7号 の会計学特集 第8号 の 日本経済特集 第9
号の世界経済の諸問題特集,そ して本号の経済貿易研究所30周年特集な どがそれである。
ところで研究が深化 し,精 緻化するにつれて,新 たにと りあげるべ き研究テーマの内容が次第に尖鋭化
す る,俗 な言葉でいえば狭 くな る傾向がみえは じめたことが各方面か ら指摘され ている。研究者が自分の
閉 じこもってい る狭い分野の門をあけて,広 く他の分野の研究にも関心を深め ることは,そ れが 自分の研
究を レベル ・アップさせる重要な手段だ とは分 っていても,そ れを実行す るのは容易な ことではない。 し
か し,学 際的分野に非常に新鮮な,そ して解明がまたれているテーマが次つぎに出現 しているのもまたま
ぎれ もない事実である。 このような事情は,研 究者相互間の共同研究の必要性が増大 してきたことを示す
ものであるが,そ れはまた研究者間の連絡を密にす る機能を もっている研究所に,そ れの充実を求める声
の強さにもつなが っている。
その声に応ず るかの ように,研 究所員のなかの財政 ・金融 グループ,会 計 グループ,発 展途上諸国およ
び社会主義諸国の社会経済研究 グル ープ等がそれぞれ進めていた息の長い,綿 密な研究の成果がまとま り
はじめた。 これ らの成果のなかには,研 究 テーマの領域の独 自さか ら,少 数の専門研究者の研究には必須
の参考文献であっても,市 場性の乏 しい もの も含まれてい る。それ らを公刊することは,そ れぞれ の専門
研究の進歩 に貢献す るところが大であるので,本 研究所は 「研究叢書」の刊行に踏み切ることとし・昭和
56年5月に,そ の第1号 「現代 日本の財政金融」を,昭 和57年5月には第2号 「貨物輸送の自動車化一戦
後過程 の経済分析一 」を,昭 和59年5月には第3号 「韓国経済試論」を公刊 した。
また,研 究所員が 自己の専門外の研究に視野を広げるのに役立てるため,学 外講師による教員むけセ ミ
ナーや,在 外研究員,国 内研究員の研究成果や,研 究所員の業績報告会などを随時開催 している。
なお,昭 和57年10月本学の情報処理セ ソターに大型 コソピューターが導入されたのに伴い,そ の端末機
1台を本研究所に設置した。今後各種データを体系的にイソプッ トするとともに,優 れたモデルの開発),rP`.
努 力す ることによって,マ クロ・ミクロの両面 にわた っていっそ う適切な現状分析 と予測 とが可能 となる
であろ う。それは研究所員の貴重な共有財産となるものであ り,共 同研究 ・個別研究を とわず・研究 の進
歩に大 きく貢献 しうると考えられ る。
ところで,研 究所員の研究上の共有資産である日本および世界の経済 ・貿易に関す る資料の収集状況に
ついてであ るが,昭 和59年3月末現在,洋 雑誌212種,和雑誌554種,そのほか辞典,年 鑑 統計書類ば
S,273冊に達 している。
以上みて きた ように,創 立以来,本 研究所は研究所員 の意向に沿い,共 同研究を促進す る方向に動いて
きた。 ことに,IMF体制の崩壊,第1次 ・第2次 オイル ・シ ョックの続発,国 債発行残高の累増,新 たな
技術革新の盛 り上 りなどの直接 ・間接の影響に より,現在は国際貿易 ・金融情勢や国内の金融 ・財政事庸・
さらには国内の産業構造な どがいずれ も大 きな変革に直面 している。 このような時代には,と か く保守的
な立場に固執 しがちな研究は,研 究領域 の土台か ら見直しを迫 られる場合が多い。専攻領域と隣接 してい
る領域の研究,ま た場合に よっては全 く異なる領域の研究 も要請 され るであろ う。その ことは,共 同研究
の必要が飛躍的に高まっていることを意味 している。 このような時代の要請に対処す るためには,い まま
での ように専攻領域が隣接 している研究所員の間だけでな く,研究領域が異なる研究員との間にも,他学
部の教員 との間にも,場 合に よっては外国の大学を含んだ他大学 との研究員 との間に も・産学協同とい う
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か民間研究機関の研究員との間にも共 同研究 の輪を広げねばならぬ場合が生 じる可能性がある。それ に関
連 していえば・本研究所規則第3条3号 に掲げ られている 「外部か らの依頼による研究 ・調査及び資料の
発行」の規定に改めて注 目す る必要があるように思われ る。
30年とい う1つ の節 目をこ}て,本 研究所がいちだん と飛躍するためには,個hの 研究員が研究者 とし
ての資質を高め るように努力すべ きことは当然であるが,よ り多面的な共同研究チームを結成 しうるよう.
研究員の増員を含めて,さ まざまな工夫がこらされねばな らないであろ う。
その1つ として,国 内留学に準 じた形で1-2年 間講義を持たない専任の研究員を設置す る制度の構想
は魅力的である。その研究員が共同研究の核 とな って活動をすれば,よ り特色のあ る研究成果が生み出さ
れる可能性が大 きい。
また大学にある研究所 として,研 究 と教育 との関係を密にす る観点か ら,大 学院生を準研究員として共
同研究に活用する構想 も十分考慮に値す るであろ う。
国立研究所のように,研 究所そのものに教授,助 教授をおいて,研 究所 自体が教授会を もった独立の機
関 となることは もちろん望むべ くもないが,研 究 スタ ッフの量 ・質両面 の充実によって,特 色のあ る研究
テーマを通 じて,学 会や社会に対 して貢献 しうる研究機関へ飛躍す る日が1日 も早 くくるのを期待したい。
